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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　感光体と前記感光体の回転軸方向に画素ごとの素子が配列され前記感光体を露光する露
光手段とを備えた複数の画像形成部と、
　前記複数の画像形成部で形成された画像が順次重なって一次転写されるとともに、前記
各感光体に接触しながら回転することで前記各感光体を回転駆動する中間転写体と、
　前記中間転写体を回転させる回転手段と、
　前記中間転写体上の一次転写された画像を二次転写部にて記録材へ一括して二次転写す
る転写ローラと、
　前記二次転写部において前記転写ローラを駆動することで記録材を搬送する転写ローラ
駆動手段と、を有する画像形成装置において、
　前記中間転写体の回転速度を検知する検知手段と、
　前記検知手段の出力に基づいて、前記感光体の回転方向における前記露光手段によるド
ット間距離が一定になるように前記露光手段の露光時間間隔を前記複数の画像形成部で共
通かつ同時に逐次調整する露光制御を行う露光制御手段と、
　前記検知手段の出力に基づいて、前記中間転写体の刻々の回転速度に記録材の搬送速度
を追従させるように前記転写ローラ駆動手段の駆動速度制御を行う速度制御手段と、を有
することを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　感光体と前記感光体をレーザービームにより露光する露光手段とを備えた複数の画像形
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成部と、
　前記複数の画像形成部で形成された画像を順次重ねて一次転写されるとともに、前記各
感光体に接触しながら回転することで前記各感光体を回転駆動する中間転写体と、
　前記中間転写体を回転させる回転手段と、
　前記中間転写体上の一次転写された画像を二次転写部にて記録材へ一括して二次転写す
る転写ローラと、
　前記二次転写部において前記転写ローラを駆動することで記録材を搬送する転写ローラ
駆動手段と、を有する画像形成装置において、
　前記中間転写体の回転速度を検知する検知手段と、
　前記検知手段の出力に基づいて、前記感光体の回転方向における前記露光手段によるド
ット間距離が一定になるように前記感光体の回転方向の露光位置を前記複数の画像形成部
で共通かつ同時に逐次調整する露光制御を行う露光制御手段と、
　前記検知手段の出力に基づいて、前記中間転写体の刻々の回転速度に記録材の搬送速度
を追従させるように前記転写ローラ駆動手段の駆動速度制御を行う速度制御手段と、を有
することを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　前記検知手段は、前記中間転写体を回転する回転手段の回転速度に応じたパルス信号を
出力するロータリエンコーダであり、
　前記露光制御手段は、前記パルス信号に同期させて前記露光手段の露光制御を行なうこ
とを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記検知手段は、前記中間転写体を回転する回転手段の周面変位を検知する変位量測定
装置であって、
　前記速度制御手段は、検知した前記周面変位に応じて前記転写ローラ駆動手段の駆動速
度を制御することを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、像担持体に静電像の走査線（以下潜像線）を書き込んで現像した転写像線を
、中間転写体を用いて記録材に転写させる画像形成装置、詳しくは記録材に転写された転
写像線（走査線）の間隔制御に関する。
【背景技術】
【０００２】
　副走査方向に回転する感光ドラムに主走査方向の潜像線を次々に書き込んでトナーによ
り現像し、現像されたトナー像を各種の記録材に転写する電子写真方式の画像形成装置が
広く使用されている。ベルト部材に沿って複数の感光ドラムを配置し、それぞれの感光ド
ラムで形成した個別の分解色のトナー像を重ね合わせてフルカラー画像を形成するタンデ
ム型画像形成装置も実用化されている。ベルト部材としては、記録材を搬送して感光ドラ
ムに接触させる記録材搬送ベルトと、感光ドラムから一次転写されたトナー像を二次転写
位置にて記録材に二次転写させる中間転写ベルトとがある。
【０００３】
　電子写真方式の画像形成装置では、画素階調に応じて光変調されたレーザービーム光を
走査したり、画素ごとの発光素子を配列した線画像露光ヘッドを間欠的に発光させたりし
て、像担持体に潜像線を書き込む。主走査方向に書き込まれた潜像線をトナーで現像した
転写像線は、像担持体の表面で副走査方向に多数配列して転写像（トナー像）を形成する
。従って、像担持体に書き込まれた潜像線の間隔（副走査方向のピッチ）がばらつくと、
転写像に縞状、帯状の濃度ムラが形成される。
【０００４】
　特許文献１には、記録材搬送ベルトに沿ってシアン、マゼンタ、イエロー、ブラックの
画像形成ステーションを配置したタンデム型画像形成装置が示される。記録材搬送ベルト
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に各画像形成ステーションの感光ドラムを圧接配置し、記録材搬送ベルトを駆動して摩擦
伝達により感光ドラムを従動回転させている。
【０００５】
　そして、感光ドラムの周面変位量を検知して、光学的な書き込み時期、または感光ドラ
ムの移動方向における書き込み位置を調整することにより、感光ドラムの偏心による一回
転周期の潜像線の間隔のばらつきを相殺している。
【０００６】
　特許文献２には、中間転写ベルトと感光ドラムとを別々のパルスモータで駆動する画像
形成装置が示される。ここでは、中間転写ベルトが速度変動する領域に対応させて、感光
ドラムの潜像線の書き込み間隔を予測的に変化させて、結果的に中間転写ベルトへ等間隔
の転写像線が一次転写されるようにしている。
【０００７】
【特許文献１】特開平１０－２４６９９５号公報
【特許文献２】特開２００２－２７８２０４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献２に示される駆動方法は、中間転写ベルトと感光ドラムとに個別の高価な駆動
系を要するので、中間転写ベルトに沿って複数の画像形成ステーションを配置すると部品
コストが過大となる。画像形成ステーションの機構構造が複雑になって画像形成装置が大
型化する。
【０００９】
　特許文献１に示される制御方法は、感光ドラムの偏心に起因する潜像線の間隔のばらつ
きを解決できるが、感光ドラムの表面速度が変動する原因は、感光ドラムの偏心には限ら
れない。従って、感光ドラムの偏心以外の理由で感光ドラムの表面速度が変動すると、表
面速度の変動量に応じて一定の位置と時間間隔とで書き込まれる潜像線の間隔はばらつい
て、転写像に縞状、帯状の濃度ムラが形成される。
【００１０】
　特許文献１に示される駆動方法は、記録材搬送ベルトに感光ドラムを従動回転させてい
るので、記録材搬送ベルトが速度変動すると同時に感光ドラムの回転速度が変動してしま
う。このとき、感光ドラムに対する一定の書き込み位置で一定周期の潜像線を書き込むと
、感光ドラムの速度変動に対応して潜像線の間隔がばらついてしまう。
【００１１】
　そこで、特許文献１を参照して、それぞれの感光ドラムで表面速度（または回転速度）
を検知して、それぞれの書き込み位置（または書き込み時期）を刻々と調整する提案がな
された。しかし、合計４個の感光ドラムのそれぞれに表面速度（または回転速度）の検知
手段を設け、合計４個の露光装置のそれぞれに書き込み位置（または書き込み時期）の調
整回路を設けると、部品コストが高くなる。感光ドラム周辺の部品が増えると画像形成装
置の小型化やメンテナンス性の向上が妨げられる。
【００１２】
　本発明は、感光ドラムの偏心以外の理由による転写像の濃度ムラを軽減できる画像形成
装置を提供することを目的としている。記録材搬送ベルトや中間転写ベルトに沿って複数
の感光ドラムが配置される場合でも１組の検知手段と調整回路とで転写像線の濃度ムラを
軽減できる画像形成装置を提供することを目的としている。
【００１３】
　ところで、中間転写ベルトに一次転写した転写像線を二次転写位置で記録材へ二次転写
する場合、中間転写ベルト上の転写像線の間隔が揃っていても記録材上の転写像に濃度ム
ラが発生する可能性がある。二次転写位置における記録材の搬送速度と中間転写ベルトの
循環速度との間に相対的な速度変動があると、中間転写ベルト上の転写像線の間隔と記録
材上の転写像線の間隔とが一致しなくなるからである。
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【００１４】
　上記目的を共通とする別発明は、二次転写位置における記録材の搬送速度と中間転写ベ
ルトの循環速度との相対的な速度変動を相殺して、最終的な記録材上の転写像線の間隔を
揃えることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明の画像形成装置は、感光体と前記感光体の回転軸方向に画素ごとの素子が配列さ
れ前記感光体を露光する露光手段とを備えた複数の画像形成部と、前記複数の画像形成部
で形成された画像が順次重なって一次転写されるとともに、前記各感光体に接触しながら
回転することで前記各感光体を回転駆動する中間転写体と、前記中間転写体を回転させる
回転手段と、前記中間転写体上の一次転写された画像を二次転写部にて記録材へ一括して
二次転写する転写ローラと、前記二次転写部において前記転写ローラを駆動することで記
録材を搬送する転写ローラ駆動手段と、を有する画像形成装置において、前記中間転写体
の回転速度を検知する検知手段と、前記検知手段の出力に基づいて、前記感光体の回転方
向における前記露光手段によるドット間距離が一定になるように前記露光手段の露光時間
間隔を前記複数の画像形成部で共通かつ同時に逐次調整する露光制御を行う露光制御手段
と、前記検知手段の出力に基づいて、前記中間転写体の刻々の回転速度に記録材の搬送速
度を追従させるように前記転写ローラ駆動手段の駆動速度制御を行う速度制御手段とを有
する。
【００１６】
　別発明の画像形成装置は、感光体と前記感光体をレーザービームにより露光する露光手
段とを備えた複数の画像形成部と、前記複数の画像形成部で形成された画像を順次重ねて
一次転写されるとともに、前記各感光体に接触しながら回転することで前記各感光体を回
転駆動する中間転写体と、前記中間転写体を回転させる回転手段と、前記中間転写体上の
一次転写された画像を二次転写部にて記録材へ一括して二次転写する転写ローラと、前記
二次転写部において前記転写ローラを駆動することで記録材を搬送する転写ローラ駆動手
段と、を有する画像形成装置において、前記中間転写体の回転速度を検知する検知手段と
、前記検知手段の出力に基づいて、前記感光体の回転方向における前記露光手段によるド
ット間距離が一定になるように前記感光体の回転方向の露光位置を前記複数の画像形成部
で共通かつ同時に逐次調整する露光制御を行う露光制御手段と、前記検知手段の出力に基
づいて、前記中間転写体の刻々の回転速度に記録材の搬送速度を追従させるように前記転
写ローラ駆動手段の駆動速度制御を行う速度制御手段とを有する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の画像形成装置では、像担持体の表面に、主走査方向の転写像線を副走査方向に
配列して、最終的には記録材へ転写される転写像を形成する。そして、記録材上での転写
像線の間隔のばらつきを減らすために、像担持体に遡って像担持体の表面の副走査方向に
おける転写像線の間隔のばらつきを減らす。
【００１８】
　像担持体の移動する表面における静電像線の書き込み位置（書き込み時期または像担持
体に対する書き込み位置）が、中間転写体の速度変動に応じて調整される。像担持体は中
間転写体に従動しているので、結果的に、静電像線の書き込み位置が像担持体の表面の速
度変動に応じて調整される。像担持体の表面の移動速度が大きい場合には静電像線の間隔
を減らす方向の調整を行い、像担持体の表面の移動速度が小さい場合には静電像線を形成
する時間の間隔を増やす方向の調整を行う。
【００１９】
　しかし、像担持体の表面の移動速度を直接検知する代わりに、像担持体を従動させる中
間転写体の移動速度を検知し、中間転写体の移動速度の変動量に応じた調整量で静電像線
の書き込み位置を調整する。
【００２０】
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　従って、中間転写体に従動するすべての像担持体を共通の調整量で同時に調整でき、像
担持体が複数ある場合でも、像担持体ごとに速度検知を行って像担持体ごとに調整量を定
める必要が無い。周囲に多数の装置や部品が配置される像担持体から離れた位置で、書き
込み位置の調整に必要な速度情報を取得して、像担持体の偏心以外の理由による転写像の
濃度ムラを減らすことができる。像担持体の偏心以外の理由による像担持体の表面速度の
変動を相殺して、最終的に記録材に転写された状態における転写像線の間隔のばらつきを
減らすことができる。
【００２１】
　また、二次転写部における中間転写体と記録材との相対速度差を相殺するような記録材
搬送手段の駆動制御を行うことにより、中間転写体に一次転写された転写像線の間隔をそ
のまま記録材へ受け渡す。従って、中間転写体に等間隔に一次転写された転写像線は、記
録材へ等間隔に二次転写される。中間転写体に濃度ムラ無く一次転写された転写像（間隔
ムラなく一次転写された多数の転写像線）は記録材に濃度ムラなく二次転写される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明の実施形態である画像形成装置１００について、図面を参照して詳細に説
明する。本発明の画像形成装置は、以下に説明する実施形態の限定的な構成には限定され
ない。最終的に記録材へ転写された状態での転写像線の間隔のばらつきを減らして転写像
の濃度ムラ、色調ムラを軽減する限りにおいて、各実施形態の構成の一部または全部を、
その代替的な構成で置き換えた別の実施形態でも実現可能である。
【００２３】
　本実施形態では、中間転写ベルト３１に沿って４つの感光ドラム１１ａ～１１ｄを配置
したタンデム型画像形成装置を説明する。しかし、本発明の画像形成装置は、記録材搬送
ベルトに沿って複数の感光ドラムを配置した画像形成装置としてもよく、感光ドラムの数
は４つ以外の数としてもよい。
【００２４】
　本実施形態の画像形成装置１００は、プリンタ、各種印刷機、複写機、ＦＡＸ、複合機
等、種々の用途の画像形成装置として実現できる。
【００２５】
　なお、特許文献１、２に示される画像形成装置の構成、搭載された各装置の詳細構造と
制御、書き込み位置の調整方法等については、繰り返しの煩雑を回避すべく、図示を省略
して詳細な説明も省略する。
【００２６】
　＜第１実施形態＞
　図１は第１実施形態の画像形成装置の全体構成を示す断面図、図２は感光ドラムの駆動
機構の説明図である。図３は速度変動が無い感光ドラムにおける潜像線の説明図、図４は
感光ドラムの速度変動の説明図、図５は速度変動が有る感光ドラムにおける潜像線の説明
図である。
【００２７】
　図１に示すように、第１実施形態の画像形成装置１００は、４つの分解色のトナー像を
中間転写ベルト３１上に重ねてフルカラーの転写像を形成するタンデム型の電子写真カラ
ー複写機である。駆動ローラ３２によって駆動される中間転写ベルト３１は、４つの感光
ドラム１１ａ～１１ｄを圧接して摩擦伝達により従動回転させている。駆動ローラ３２の
回転軸に設けたロータリエンコーダ（３７：図６）によって、中間転写ベルト３１の速度
変動を検知する。そして、速度変動量に応じた１つの調整量を用いて４つの感光ドラム１
１ａ～１１ｄにおける潜像線の書き込み位置が同時に調整される。
【００２８】
　画像形成装置１００は、原稿から画像を読み取る画像読取部１Ｒと、読み取った画像や
外部から入力された画像データを記録材に画像形成して出力する画像出力部１Ｐとを備え
る。画像読取部１Ｒは、ガラス板面に載置された原稿の下面の画像を光学的に読み取り、
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電気信号に変換して画像出力部１Ｐに送信する。画像出力部１Ｐには、トナー像形成部１
０、中間転写部３０、記録材給送部２０、定着部４０、ベルトクリーニング部５０、およ
び制御部８０が配置される。
【００２９】
　トナー像形成部１０は、中間転写ベルト３１に沿って上流側からイエロー（Ｙ）、シア
ン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、ブラック（Ｋ）の画像形成ステーション１０ｄ、１０ｃ、１
０ｂ、１０ａを配置する。画像形成ステーション１０ｄ、１０ｃ、１０ｂ、１０ａは、現
像装置１４ｄ、１４ｃ、１４ｂ、１４ａに充填された各分解色のトナーのみを異ならせて
共通に構成されている。従って、以下では、最も下流側の画像形成ステーション１０ａに
ついて説明し、添え字ａをｂ～ｄに置き換えて同様に説明される画像形成ステーション１
０ｂ～１０ｄについては説明を省略する。
【００３０】
　矢印方向に回転して副走査方向に表面を移動させる感光ドラム１１ａを囲んで、一次帯
電装置１２ａ、露光装置１３ａ、現像装置１４ａ、一次転写ローラ３５ａ、およびクリー
ニング装置１５ａが配置される。一次帯電装置１２ａは感光ドラム１１ａの表面を一様に
帯電する。露光装置１３ａは、主走査方向に画素ごとのＬＥＤ素子を配列したＬＥＤアレ
イで構成され、ＬＥＤ素子に画素のブラック濃度階調に応じた発光量（発光回数）を設定
して感光ドラム１１ａの表面にブラックの潜像線を書き込む。
【００３１】
　現像装置１４ａは、感光ドラム１１ａの表面に、帯電したブラックのトナーを供給して
潜像線へ静電気的に付着させることにより、潜像線を転写像線に現像する。感光体ドラム
１１ａの表面には、副走査線方向に転写像線が配列してブラックの転写像（トナー像）が
形成される。
【００３２】
　一次転写ローラ３５ａは、トナーの帯電極性とは逆極性の一次転写バイアス電圧を印加
されて、感光ドラム１１ａの表面の転写像線を中間転写ベルト３１側へ静電気的に移動さ
せて一次転写する。クリーニング装置１５ａは、感光ドラム１１ａの表面に残留した一次
転写残トナーをゴムブレードで掻き取って次回の一様帯電～一次転写に備える。
【００３３】
　中間転写部３０は、画像形成ステーション１０ｄ、１０ｃ、１０ｂ、１０ａでそれぞれ
形成された各分解色の転写像を重ねて、中間転写ベルト３１上にフルカラーの転写像を形
成する。中間転写ベルト３１は、駆動ローラ３２、従動ローラ３３、二次転写対向ローラ
３４、および一次転写ローラ３５ａ、３５ｂ、３５ｃ、３５ｄに張設巻回されている。中
間転写ベルト３１としては、例えばＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、ＰＶｄＦ（
ポリフッ化ビニリデン）などが用いられる。
【００３４】
　駆動ローラ３２（駆動手段）は、駆動モータ（３８：図２）に連結されて中間転写ベル
ト３１に駆動を伝達する。駆動ローラ３２は、金属ローラの表面に数ｍｍ厚のゴム（ウレ
タン又はクロロプレン）をコーティングしてベルトとのスリップを防いでいる。
【００３５】
　従動ローラ３３は、中間転写ベルト３１の循環に従動して回転し、不図示のばねに付勢
されて中間転写ベルト３１に適度なテンションを与える。二次転写対向ローラ３４は、中
間転写ベルト３１を外側へ押圧して二次転写ローラ３６に圧接させ、記録材Ｐへ転写像を
二次転写する二次転写ニップＴｅを形成する。
【００３６】
　駆動ローラ３２と従動ローラ３３との間の中間転写ベルト３１に一次転写平面Ａが形成
される。一次転写ローラ３５ａ、３５ｂ、３５ｃ、３５ｄは、中間転写ベルト３１を感光
ドラム１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄに圧接させて、一次転写平面Ａに一次転写ニップ
Ｔａ、Ｔｂ、Ｔｃ、Ｔｄを形成する。
【００３７】
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　記録材給送部２０は、カセット２１に収納された記録材Ｐを一枚ずつ取り出して二次転
写ニップＴｅに給送する。カセット２１は、記録材Ｐのサイズごとに複数配置され、不図
示の手差しトレイからも記録材Ｐを供給可能である。ピックアップローラ２２は、カセッ
ト２１から記録材Ｐを１枚ずつ分離して給紙ローラ対２３に受け渡す。給紙ローラ対２３
は、記録材Ｐを給紙パス２４に沿って搬送してレジストローラ２５ａ、２５ｂに受け渡す
。レジストローラ２５ａ、２５ｂは、中間転写ベルト３１に形成されたフルカラーの転写
像にタイミングを合わせて記録材Ｐを二次転写ニップＴｅへ送り出す。
【００３８】
　定着部４０は、内部に熱を閉じ込めるための断熱カバー４６、４７の内側に定着ローラ
４１ａと加圧ローラ４１ｂとを配置している。定着ローラ４１ａおよび加圧ローラ４１ｂ
は、それぞれ内部に熱源としてのハロゲンヒーターを組み込まれて所定の圧力で圧接して
、記録材Ｐを加熱加圧しつつ搬送する定着ニップを形成する。ガイド４３は、転写像を二
次転写された記録材Ｐを定着ニップへ案内する。
【００３９】
　ベルトクリーニング部５０は、二次転写ニップＴｅの下流側で、中間転写ベルト３１の
転写像転写面をクリーニングして次回の一次転写に備える。ベルトクリーニング部５０は
、中間転写ベルト３１上のトナーを除去するためのクリーニングブレード５１と、廃トナ
ーを収納する廃トナーボックス５２とを備える。
【００４０】
　制御部８０は、コンピュータ制御回路、各種の固定制御回路、通信回路、ドライバ回路
等を含む制御装置であって、画像読取部１Ｒと画像出力部１Ｐの各部機構とを制御して画
像形成プロセスを制御する。制御部８０は、画像読取部１Ｒからの画像信号を露光装置１
３ａ、１３ｂ、１３ｃ、１３ｄに転送する画像処理部を有している。
【００４１】
　制御部８０から画像形成開始信号が発せられると、トナー像形成部１０では、前述した
プロセスにより、一番上流にある感光ドラム１１ｄに形成された転写像が一次転写ニップ
Ｔｄにおいて中間転写ベルト３１に一次転写される。一次転写された転写像は次の一次転
写ニップＴｃへ搬送される。
【００４２】
　感光ドラム１１ｃでは、感光ドラム１１ｄ、Ｔｃ間を転写像が搬送される時間だけ遅延
して転写像の形成が行われており、一次転写ニップＴｄで一次転写されたイエローの転写
像に重ねて、一次転写ニップＴｃでシアンの転写像が一次転写される。
【００４３】
　感光ドラム１１ｂの一次転写ニップＴｂ、感光ドラム１１ａの一次転写ニップＴａでも
同様の工程が繰り返され、結局４色の転写像が中間転写ベルト３１上に重ねて一次転写さ
れる。
【００４４】
　一方、画像形成開始信号に呼応して、記録材給送部２０では、選択された用紙サイズ等
により選択されたカセット２１から給紙動作を開始する。例えば、ピックアップローラ２
２により、カセット２１から記録材Ｐが一枚ずつ送り出される。そして、給紙ローラ対２
３によって転写材Ｐが搬送されて、停止状態のレジストローラ２５ａ、２５ｂのニップ部
に突き当たる。
【００４５】
　その後、トナー像形成部１０が転写像の形成を開始するタイミングに合わせてレジスト
ローラ２５ａ、２５ｂは回転を始める。この回転時期は、トナー像形成部１０より中間転
写ベルト３１上に一次転写された転写像が二次転写ニップＴｅにおいて記録材Ｐと一致す
るようにタイミングが設定されている。
【００４６】
　その後、記録材Ｐが二次転写ニップＴｅに進入し、中間転写ベルト３１に接触すると、
記録材Ｐの通過タイミングに合わせて二次転写ローラ３６に二次転写バイアス電圧を印加
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する。これにより、中間転写ベルト３１上に重ねて形成された４色の転写像が記録材Ｐの
表面に転写される。
【００４７】
　その後、記録材Ｐは、搬送ガイド４３によって定着ローラ４１ａおよび加圧ローラ４１
ｂの定着ニップまで正確に案内される。そして、定着ニップで加熱加圧を受けて転写像が
記録材Ｐの表面に定着される。定着部４０で転写像を定着された記録材Ｐは、内排紙ロー
ラ４４から外排紙ローラ４５へ受け渡されて、排紙トレイ４８へ排出、積載される。
【００４８】
　図２に示すように、感光ドラム１１ａの表面は、１次転写ローラ３５ａの付勢によって
中間転写ベルト３１に圧接している。１次転写ローラ３５ａの付勢は、図示しない両軸端
のばねによって行い、その付勢力は３５Ｎ（３．５ｋｇｆ）である。
【００４９】
　中間転写ベルト３１を駆動する駆動ローラ３２は、駆動モータ３８と繋がっている。駆
動モータ３８が回転すると、駆動ローラ３２が回転し、駆動ローラ３２に張架された中間
転写ベルト３１が循環する。感光ドラム１１ａは中間転写ベルト３１に圧接しているので
、摩擦伝達により、感光ドラム１１ａが矢印方向に従動回転する。感光体ドラム１１ｂ、
１１ｃ、１１ｄについても感光ドラム１１ａと同様の機構構成によって、中間転写ベルト
３１に従動回転する。
【００５０】
　図３に示すように、感光ドラム１１ａが矢印方向に１回転する間に、露光装置１３ａ（
ＬＥＤアレイ）が、等しい時間間隔で潜像線を８回書き込んだとする。なお、ここでは、
説明の理解を助けるために一周８回の露光としたが、実際には、Φ３０の感光ドラム１１
ａで副走査方向の解像度を６００ＤＰＩとする場合、一周約２２２６回の露光となる。感
光ドラム１１ａの周長が６４２４７．７８０（μｍ）、６００ＤＰＩは４２．３３３（μ
ｍ）なので、感光ドラム１１ａの一周では、６４２４７．７８０÷４２．３３３＝約２２
２６である。
【００５１】
　感光ドラム１１ａに回転ムラが無い場合、感光ドラム１１ａは均等な角速度で回転する
ので、露光装置１３ａは、感光ドラム１１ａの表面に対して均等な角度、すなわち４５度
毎に潜像線を書き込む。これにより、８箇所の書き込み位置Ｋ１～Ｋ８に潜像線が形成さ
れる。
【００５２】
　しかし、図４に示すように、感光ドラム１１に回転ムラが有って表面速度が変動してい
る場合、露光装置１３ａは、感光ドラム１１ａの表面を速度変動に応じた位置を露光して
しまう。この結果、図５に示すように、回転ムラがある場合の書き込み位置Ｈ１～Ｈ８は
、回転ムラが無い場合の書き込み位置Ｋ１～Ｋ８とは必ずしも一致しなくなる。表面速度
が大きかった書き込み位置Ｈ３～Ｈ５では、潜像線の書き込み間隔が大きくなり、表面速
度が小さかった書き込み位置Ｈ６～Ｈ２では、潜像線の書き込み間隔が小さくなる。
【００５３】
　言い換えれば、図４に示すように回転ムラがある場合、単位時間あたりの感光ドラム１
１ａの表面の移動量が変化する。感光ドラム１１ａに回転ムラが無い場合、図５中に点線
で示すように感光ドラム１１ａの表面の移動量が常に一定となる。しかし、感光ドラム１
１ａに回転ムラがある場合、実線で示すように、単位時間あたりの感光ドラム１１ａの表
面の移動量が変動する。書き込み位置Ｈ１、Ｈ２では回転速度が遅いため回転ムラがない
点線よりも移動量が少なく、その後徐々に回転速度が速まって、書き込み位置Ｈ３～Ｈ５
では、回転ムラがない点線よりも移動量が多い。その後、また回転速度が遅くなっていく
ので書き込み位置Ｈ７、Ｈ８では点線よりも移動量が少ない。この回転ムラによって潜像
線の間隔が均一でないことが副走査方向における転写像の歪みや濃度ムラとなる。
【００５４】
　＜潜像線の書き込みタイミング制御＞
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　図６は露光装置および二次転写ローラの制御の説明図、図７は制御結果の説明図である
。図７中、（ａ）は駆動ローラ３２の回転ムラ、（ｂ）は中間転写ベルト３１の循環速度
ムラ、（ｃ）は感光ドラム１１ａの回転ムラである。（ｄ）は第１実施形態の制御を行わ
ない場合の転写像線間隔のばらつき、（ｅ）は第１実施形態の制御を行った場合の転写像
線間隔のばらつきである。第１実施形態では、駆動ローラ３２の回転ムラを検知して露光
装置１３ａ、１３ｂ、１３ｃ、１３ｄの露光タイミングと二次転写ローラ３６の回転速度
とを制御する。
【００５５】
　図６に示すように、転写ベルト３１は、駆動ローラ３２からの駆動をもらって搬送駆動
しており、感光ドラム１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄは、転写ベルト３１に圧接して摩
擦駆動されることにより従動回転している。駆動ローラ３２には、駆動ローラの回転ムラ
を検知するためのロータリエンコーダ３７が繋がっている。
【００５６】
　図７の（ａ）に、駆動ローラ３２の回転時の角速度を示すエンコーダ３７の出力の変位
を示す。図７の（ａ）に示す点線は、回転ムラがない場合の駆動ローラ３２の角速度で、
常に一定になっているが、実際には回転ムラがあるため実線のように角速度が変動する。
【００５７】
　駆動ローラ３２の角速度の変動に応じて、図７の（ｂ）に示すように、駆動ローラ３２
に駆動される中間転写ベルト３１の搬送速度も変動する。そして、中間転写ベルト３１に
従動する感光ドラム１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄも、図７の（ｃ）に示すように回転
の角速度が変動する。
【００５８】
　図７の（ｂ）に示す中間転写ベルト３１の搬送速度の変動と、図７の（ｃ）に示す感光
ドラム１１ａの角速度の変動とは、図７の（ａ）に示す駆動ローラ３２の角速度の変動と
同位相になっている。
【００５９】
　図７の（ｃ）に示すように回転速度が変動する感光ドラム１１ａに対して露光装置１３
ａが等しい時間間隔で露光を行うと、感光ドラム１１ａにはばらついた間隔で潜像線が書
き込まれてしまう。その結果、潜像線を現像した転写像線を中間転写ベルト３１に一次転
写すると、図７の（ｄ）に示すように、中間転写ベルト３１上の転写像線の間隔がばらつ
いてしまう。等間隔で転写像線を形成しているつもりだが、実際には駆動ローラ３２の回
転ムラのため、速度が速いときには転写像線の間隔が粗になり、速度が遅いときには転写
像線の間隔が密になる。
【００６０】
　そこで、ロータリエンコーダ３７の出力を制御部（書込制御手段）８０へ入力して出力
パルスをカウントさせ、所定のパルスカウント毎に露光装置１３ａによる露光を行わせて
いる。従って、感光ドラム１１ａの表面の移動速度が大きい時期には、パルス出力の周波
数が増して短い時間間隔での露光となる。そして、感光ドラム１１ａの表面の移動速度が
小さい時期にはパルス出力の周波数が減って長い時間間隔での露光となる。
【００６１】
　これにより、中間転写ベルト３１の速度変動に連動した感光ドラム１１ａの表面の移動
速度の変動が相殺されて、感光ドラム１１ａの表面には潜像線が等間隔に書き込まれる。
たとえ駆動ローラ３２に回転ムラがあっても感光ドラム１１ａの表面に等間隔で潜像線を
書き込むことができる。等間隔の潜像線を転写像線に現像して中間転写ベルト３１に一次
転写することにより、図７の（ｅ）に示すように、中間転写ベルト３１上に等間隔の転写
像線を配列できる。
【００６２】
　感光ドラム１１ｂ、１１ｃ、１１ｄについても、同一の制御量を用いた制御を同時に行
って、中間転写ベルト３１の速度変動に起因する潜像線の間隔のばらつきが解消される。
【００６３】
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　しかし、中間転写ベルト３１の循環速度にムラがある場合、二次転写ローラ３６によっ
て記録材Ｐが等速度で搬送されると、中間転写ベルト３１上に等間隔に配列した転写像線
を記録材Ｐへ等間隔に二次転写できない。
【００６４】
　そこで、駆動ローラ３２の回転ムラに合わせて二次転写ローラ３６を駆動するモータ６
０１の回転速度を意図的に変動させて、中間転写ベルト３２の刻々の循環速度に転写材Ｐ
の搬送速度を追従させている。ロータリエンコーダ３７のパルス出力をモータ制御部６０
２に入力し、パルス信号の周波数に比例してモータ６０１の回転速度を制御している。
【００６５】
　具体的には、モータ６０１をパルスモータとし、モータ制御部６０２であるパルスモー
タドライバへ入力するクロックパルスとしてロータリエンコーダ３７のパルス出力を利用
している。クロックパルス１ピッチ分の中間転写ベルト３２の移動量がクロックパルス１
ピッチ分の二次転写ローラ３６の表面移動量に一致するように、駆動ローラ３２、二次転
写ローラ３６等を設計してある。
【００６６】
　モータ制御部６０２は、ロータリエンコーダ３７のパルス信号を基にモータ６０１の駆
動信号を生成する。この結果、駆動ローラ３２の回転ムラによる中間転写ベルト３１の循
環速度ムラがあっても、記録材Ｐ上には中間転写ベルト３１上の間隔そのままに転写像線
が二次転写され、転写像の濃度ムラを無くすことができる。
【００６７】
　第１実施形態の画像形成装置１００では、感光ドラム１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄ
を中間転写ベルト３２に圧接させて従動回転させる従動駆動式を採用した。これにより、
回転ムラが比較的大きい安価な駆動源を用いた簡単な制御でも、中間転写ベルト３１の循
環速度と感光ドラム１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄの表面速度とを精度良く一致させて
、色ずれも防止できる。そして、感光ドラム１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄへの露光タ
イミングと、記録材Ｐの搬送速度とを、中間転写ベルト３１の駆動ローラ３２の回転ムラ
を検知するロータリエンコーダ３７の出力に応じて決定する。これにより、記録材Ｐ上で
の色ムラを減らして、画像品位の高い画像形成装置１００を提供している。
【００６８】
　第１実施形態では、駆動ローラ３２の回転ムラを検知する手段としてロータリエンコー
ダを使用したが、中間転写ベルト３１上に均等なクロックパターンを形成し、光学式セン
サ等でクロックパターンを読み取ってもよい。中間転写ベルト３１の循環速度に比例した
周波数のパルス信号を発生させて第１実施形態と同様な制御を適用することで、中間転写
ベルト３１の速度変動を相殺した同様の効果が得られる。
【００６９】
　＜第２実施形態＞
　図８は第２実施形態における駆動ローラの周面変位に応じた制御の説明図である。第２
実施形態は、第１実施形態におけるロータリエンコーダ３７を変位量測定装置３７Ｂに置
き換えた以外は、第１実施形態と同様に構成される。従って、図８中、図１、図６と共通
する構成には共通の符号を付して詳細な説明を省略する。
【００７０】
　図８に示すように、第２実施形態では、変位量測定装置３７Ｂを用いて駆動ローラ３２
の周面変位を検知する。駆動ローラ３２の回転軸が偏心していると、駆動ローラ３２の円
周上で回転中心までの距離が変動して中間転写ベルト３１に速度変動が発生する。中間転
写ベルト３１の速度変動は、感光体ドラム１１ａの回転速度を変動させて潜像線の間隔を
ばらつかせる。
【００７１】
　変位量測定装置３７Ｂは、中間転写ベルト３１までの距離に比例した周波数のパルス信
号を出力する。制御部８０は、第１実施形態と同様に、変位量測定装置３７Ｂの出力パル
スをカウントさせ、所定のパルスカウントごとに、露光装置１３ａによって感光ドラム１
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１ａの表面に潜像線を書き込む。このような単純な制御によって、第１実施形態と同様に
、感光ドラム１１ａの表面の移動速度が大きい時期には、パルス出力の周波数が増して短
い時間間隔での露光となる。中間転写ベルト３１の速度変動に連動した感光ドラム１１ａ
の表面の移動速度の変動が相殺されて、感光ドラム１１ａの表面には潜像線が等間隔に書
き込まれる。
【００７２】
　また、モータ制御部６０２を通じたモータ６０１の回転速度制御も第１実施形態と同様
に制御されて、中間転写ベルト３１上の間隔そのままに転写像線が記録材Ｐ上に二次転写
される。
【００７３】
　＜第３実施形態＞
　図９は第３実施形態における露光装置の露光タイミング制御の説明図である。第３実施
形態は、第１実施形態における露光装置１３ａ等を露光装置１３ｅ等に置き換えた以外は
、第１実施形態と同様に構成される。従って、図８中、図１、図６と共通する構成には共
通の符号を付して詳細な説明を省略する。
【００７４】
　図９に示すように、露光装置１３ｅは、光源７０１から射出させたレーザービームを、
ポリゴンミラー７０２で走査し、ミラー７０３を介して感光ドラム１１ａに照射して潜像
線を書き込む。レーザービームは、主走査線に沿った画素濃度変化に対応してパルス変調
されている。
【００７５】
　ミラー７０３は、回転軸７０４によって角度変位可能に支持され、アクチュエータ７０
５によって角度変位される。従って、アクチュエータ７０５を制御して、ポリゴンミラー
走査系の光路を変位させることにより、感光ドラム１１ａの表面における潜像線の書き込
み位置を調整することができる。
【００７６】
　＜第４実施形態＞
　第４実施形態では第１実施形態の制御と第２実施形態の制御とを同時に行って、感光ド
ラム１１ａの表面における潜像線の書き込み位置と二次転写ローラ３６の回転速度とを調
整する。
【００７７】
　すなわち、図６に示すロータリエンコーダ３７の出力パルスと図８に示す変位量測定装
置３７Ｂの出力パルスとを入力して二次転写ベルト３１の循環速度に対応するクロックパ
ルスを出力する合成回路を付加する。合成回路は、両方の出力パルスを比較して、両者の
中間位置で立ち上がり、立下りするクロックパルスを生成する。合成回路の出力パルスを
制御部８０およびモータ制御部６０２に入力させることで、駆動ローラ３２の回転ムラと
偏心との両方に起因する二次転写ベルト３１の速度変動が相殺される。
【００７８】
　＜発明との対応＞
　画像形成装置１００は、回転する感光ドラム１１と、感光ドラム１１の回転軸方向に沿
って静電像を形成する露光装置１３と、前記静電像を現像してトナー像を形成する現像装
置１４と、感光ドラム１１を従動回転させながら回転し、感光ドラム１１上の前記トナー
像が一次転写される中間転写ベルト３１と、中間転写ベルト３１を回転させる駆動ローラ
３２と、中間転写ベルト３１から前記トナー像を二次転写部にて記録材Ｐへ二次転写する
二次転写ローラ３６とを有する。中間転写ベルト３１の回転速度を検知するロータリエン
コーダ３７を有し、前記検知結果に基づいて、露光装置１３が静電像を形成する間隔の時
間及び、記録材Ｐの前記二次転写部における移動速度を制御する。
【００７９】
　画像形成装置１００は、中間転写ベルト３１に圧接させて感光ドラム１１が複数配置さ
れ、複数の感光ドラム１１における前記静電像の書き込み位置が、前記検知結果に基づく
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共通の調整量にて同時に調整される。
【００８０】
　画像形成装置１００は、表面が副走査方向へ移動する感光ドラム１１と、移動する前記
表面に主走査方向の静電像線を書き込む露光装置１３と、書き込まれた前記静電像線に現
像剤を付着させて転写像線に現像する現像装置１４と、感光ドラム１１を従動させて循環
して前記転写像線を前記表面から一次転写され、続く二次転写位置にて前記転写像を記録
材Ｐへ二次転写させる中間転写ベルト３１と、記録材Ｐを搬送して前記二次転写位置に通
過させる二次転写ローラ３６とを備える。中間転写ベルト３１の移動速度を検知するロー
タリエンコーダ３７と、露光装置１３による感光ドラム１１上の前記静電像線の書き込み
間隔を、ロータリエンコーダ３７の出力に基づいて調整する制御部８０と、二次転写ロー
ラ３６による記録材Ｐの搬送速度を、ロータリエンコーダ３７の出力に基づいて調整する
モータ制御部６０２とを備える。
【００８１】
　ロータリエンコーダ３７は、中間転写ベルト３１を駆動する駆動ローラ３２の刻々の回
転速度に応じたパルス信号を出力する。制御部８０は、前記パルス信号に同期させたタイ
ミングごとに露光装置１３による書き込みを行わせる。
【００８２】
　第２実施形態では、検出手段が中間転写ベルト３１を駆動する駆動ローラ３２の周面変
位を検知する変位量測定装置３７Ｂである。
【００８３】
　画像形成装置１００は、複数の感光ドラム１１が共通の中間転写ベルト３１に圧接配置
され、中間転写ベルト３１が複数の感光ドラムを摩擦駆動して従動させる。中間転写ベル
ト３１の移動速度を検知して、感光ドラムに書き込まれる静電像線の間隔を、前記移動速
度に追従させて刻々調整する。すべての感光ドラム１１における前記間隔が共通の調整量
にて同時に調整される。
【図面の簡単な説明】
【００８４】
【図１】第１実施形態の画像形成装置の全体構成を示す断面図である。
【図２】感光ドラムの駆動機構の説明図である。
【図３】速度変動が無い感光ドラムにおける潜像線の説明図である。
【図４】感光ドラムの速度変動の説明図である。
【図５】速度変動が有る感光ドラムにおける潜像線の説明図である。
【図６】露光装置および二次転写ローラの制御の説明図である。
【図７】制御結果の説明図である。
【図８】第２実施形態における駆動ローラの周面変位に応じた制御の説明図である。
【図９】第３実施形態における露光装置の露光タイミング制御の説明図である。
【符号の説明】
【００８５】
１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、１０ｄ　画像形成ステーション
１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄ　像担持体（感光ドラム）
１３ａ、１３ｂ、１３ｃ、１３ｄ　静電像形成手段、走査線書込手段（露光装置）
１４ａ、１４ｂ、１４ｃ、１４ｄ　現像手段（現像装置）
３１　中間転写体（中間転写ベルト）
３２　駆動手段、駆動ローラ部材（駆動ローラ）
３４　二次転写対向ローラ
３６　二次転写手段、記録材搬送手段（二次転写ローラ）
３７、３７Ｂ　検出手段（ロータリエンコーダ、変位量測定装置）
４０　定着部
８０　制御部
１００　画像形成装置
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６０１　モータ
６０２　搬送制御手段（モータ制御部）

【図１】 【図２】
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